
 
  

厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

生活習慣病予防のための 

宿泊を伴う効果的な保健指導プログラムの開発に関する研究 

 

総括報告書 

 

研究代表者 津下一代 （あいち健康の森健康科学総合センター センター長） 

 

研究要旨 

「日本再興戦略」改訂2014～未来への挑戦～において、健康寿命を延伸するためのアクションプラ

ンの一つとして、公的保険外のヘルスケア等多様な選択肢の中から、健康状態や嗜好等に応じて 予

防サービスを選択できることを求めている。本研究班では糖尿病等生活習慣病の予防効果を狙った宿

泊型プログラムを開発するとともに、新保健指導プログラム（スマート・ライフ・ステイ）試行事業

の円滑な実施に向けて、実践的な研究を進めることを目的としている。 

本年度は、糖尿病等生活習慣病予防・改善を目的とした効果的な保健指導方法についての文献レビ

ューをおこなった。国内外の糖尿病等に対する生活習慣介入研究、食生活、運動・身体活動等に関す

る研究について文献を抽出、宿泊型新保健指導プログラムへ反映すべき点を整理した。 

また、既存の宿泊型健康増進プログラムの実態調査として、全国の宿泊施設、保健指導・健康増進

機関に対し「宿泊型新保健指導（スマート・ライフ・ステイ）プログラム」導入の可能性に関する書

面調査および既存の宿泊型健康増進プログラム、保健指導プログラムについてヒアリング調査を実施

した。事業実施体制の整備、人材確保のための地域との連携、保健指導内容・指導者の教育・評価指

標の検討等、新たな運営上の課題が発見され、マニュアル作成に反映すべきと考えられた。 

これらの研究成果を基に、宿泊型新保健指導プログラム（スマート・ライフ・ステイ）を作成、厚

生労働省に提出し、国の主催する説明会等において活用された。 
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A. 研究目的 

「日本再興戦略」戦略市場創造プラン（2013）に

おいて国民の健康寿命の延伸は主要なテーマに

位置づけられ、公的保険外のヘルスケア産業活性

化により、多様な選択肢の中から個人または保険

者等が健康状態や嗜好等に応じて適切なサービ

スを選択できることを求めている。 

『改訂2014～未来への挑戦～』においては、さら

に踏み込んで、「糖尿病が疑われる者等を対象と

して、ホテル・旅館などの地元観光資源等を活用

して行う宿泊型新保健指導プログラム(仮称)を

年度内に開発し、試行事業等を経た上で、その普

及促進を図る」としている。厚生労働科学研究の

成果を踏まえ、平成27年度には宿泊型新保健指導

プログラム（スマート・ライフ・ステイ）試行事

業、28年度には普及促進に向けた取組を進める予

定となっている。 

現状においては、宿泊型健康増進プログラムは

散発的に存在しているが、生活習慣病予防効果が

十分検証されたものは少なく、また全国で実施で

きるような標準的なプログラムは存在しない。そ

こで本研究班では、汎用性の高い宿泊型糖尿病等

予防保健指導プログラムの開発を行うとともに、

新保健指導プログラムの円滑な実施に向けて、必

要な実践的な研究を進めることを目的とした。  

本年度は主に、①生活習慣病予防プログラムの

内容・効果に関する文献レビューの実施、②既存

の宿泊型健康増進プログラムの実態調査・評価、

課題・改善点の抽出、③宿泊型保健指導プログラ

ムプロトタイプの作成、試行事業実施体制整備を

実施した。 

 

B. 研究方法 

１．プログラム開発に至る予備的な調査 

エビデンスに基づいたプログラムを開発する

ため、保健指導に係わる文献のレビューを行な

った。また、既存の宿泊を伴う健康増進プログ

ラムや宿泊施設の実態を調査し、課題等を把握

することにより、今後のプログラムに反映させ

られるよう調査を行った。 

 

（1）糖尿病等の予防・改善を目的とした効果的な保

健指導方法についての文献レビュー 

宿泊型保健指導に関連が深いと考えられる「特

定健診・保健指導」、「糖尿病等生活習慣病」、

「運動介入」、「食生活介入」、「地域特性を

生かした保健指導プログラム」、「肥満に関す

る疫学研究」の6つの分野について、それぞれ

の分担研究において文献レビューを行った。各

レビューのキーワード、調査方法等については、

後の分担報告書に示す通りである。 

項目は「文献タイトル」、「雑誌名」、「著

者」、「対象」、「対象人数」、「介入法」、

「介入期間」、「対照群の有無」、「結果」、

「文献レベル」とした。各分担のレビュー結果

は分野ごとに分類・集約し、文献リストを作成

し考察を行った。 

 

（2）既存の宿泊型健康増進プログラムの実態調査・

評価、課題と改善点の抽出 

1）モデル事業報告 

既存の宿泊型保健指導プログラムのうち、今

年度厚生労働省および経済産業省でモデル事

業として実施しているプログラムについて調

査・分析、助言をおこなった。 

①（株）JTBコーポレートセールス、 

②（株）ベネフィットワン・ヘルスケア 

現地調査のほか、担当者へのヒアリングによ

り、汎用化に向けた課題を検討した。 

2）全国の宿泊施設、保健指導機関等に対するア

ンケート調査報告 

全国の宿泊施設、保健指導・健康増進機関

に対しアンケート調査を行った。アンケート

は、施設属性、従業員数等、健康の維持・増

進・回復に主眼をおいた宿泊プラン等の実施

状況、新たな宿泊型健康増進プログラムの導

入可能性、ヒアリングの協力可能性とし、研

究班にて素案・分析方針を作成、三菱総合研



 

究所に調査を委託した。 

①調査方法：自記式調査票の郵送、回収 

②時期：平成26年12月11日～12月26日 

③対象：保健指導および健康増進プログラム

実施機関 144機関、保健指導および健康増

進プログラムを実施している宿泊施設 47

施設、厚労省認定健康増進施設 57施設、主

要な国内ホテルチェーン 56社、福利厚生ア

ウトソーシング法人 19社、その他 8件、合

計 328件 

④抽出条件：NPO法人日本ヘルスツーリズム

振興機構や、JTB日本ヘルスツーリズム研究

所等の公表情報に掲載されている企業、NP

O法人、自治体等のうち、ホームページ等を

閲覧し、治療、療養、回復、予防を狙いと

したサービス・プログラムを現在展開して

いると考えられる対象に絞った。主要福利

厚生アウトソーシング法人、主要ホテルチ

ェーン（ビジネスホテルは除外）、厚生労

働からの推薦のあった企業等、かかりつけ

医協議会の会員から推薦のあった宿泊施設

を抽出した。 

⑤分析方法：アンケート回収率、属性、全体

の素集計を行った。その上で、過去に宿泊

を伴う健康増進プログラムを実施している

機関および宿泊施設（以下、経験組）と、

実施していない機関および宿泊施設（以下、

未経験組）に分け、比較・分析を行った。 

3）宿泊施設、保健指導・健康増進機関等への現

地ヒアリング調査 

2）の書面調査にて、ヒアリング調査への

協力に可能と回答し、プログラム導入意欲の

高い宿泊施設等について、現状と課題などの

ヒアリング調査を行なった。 

調査内容は、既存プログラムの対象者（人

数、性、年齢）、プログラム内容（料金、メ

ディカル・運動・食生活・アクティビティ各

分野内容）、プログラムの工夫点、課題点、

結果とその評価、他の機関との連携状況など

であった。ヒアリングの状況から、本プログ

ラムを実施するにあたり、宿泊施設等で実現

可能なヘルスケア事業の範囲を確認、検討し

た。 

 

２．プログラム企画・実証研究（運用、効果評価） 

（1）宿泊型新保健指導（スマート・ライフ・ステイプ

ログラム開発と公表 

文献レビューによるエビデンスと調査内

容をもとに、企画のねらい、主な運営者の要

件、対象者の選定方法と基準、保健指導内容、

食事や運動プログラムの基本骨格、リスクマ

ネジメント、保健指導プログラムの質の評価

方法、継続的な支援方法、評価法等からなる

「宿泊型新保健指導（スマート・ライフ・ス

テイ）プログラム」の草案を作成した。宿泊

型ならではの楽しみ・魅力の追及、観光資源

との連携方策、継続可能性、個人情報保護な

どについても記載した。 

また、これから始まる試行事業を支援・評

価するにあたり、プログラムに基づいた運営

体制の構築、事業の進行、評価とそれを踏ま

えた事業の見直しができるよう、プログラム

事業評価シートを作成した。 

効果分析については、個別の試行事業で実

施するほか、本研究において統合的な分析を

行う予定である。そのため、共通の評価項目

が回収できるよう、データ登録シート、対象

者へのアンケートを作成した。 

これらの作成物については厚生労働省に

提出し、若干の修正を経て説明会、ホームペ

ージ等で公表されている。 

 

 （2）試行事業に向けた説明資料の作成 

宿泊型新保健指導（スマート・ライフ・ス

テイ）プログラムの試行事業実施および全国

に広めていくため、保健指導実施機関に加え、

宿泊施設や観光・旅行業者などが、プログラ

ム内容について具体的なイメージが持てる



 

よう、プロモーションビデオの作成に協力し

た。それとともに、厚生労働省主催の試行事

業説明会において、本研究班の位置づけや役

割を説明するためのスライドを作成した。 

 

C. 研究結果 

１．プログラム開発に至る予備的な調査 

（1）糖尿病等の予防・改善を目的とした効果的な

保健指導方法についての文献レビュー 

 今回行った文献レビューのサマリーを分野ご

とにまとめた。詳細は「Ⅱ．分担報告」を参照

いただきたい（P155～233）。 

1）特定健診・特定保健指導について 

「保健指導の効果」に関する文献では、積極

的支援においては1.8～3.5kgの体重減少、2.0

～4.1 cmの腹囲減少しており、1年後に評価を

行った研究では、支援未実施群に比べて実施群

での効果の方が大きかった。また、体重減少と

血液検査改善に関連があり、メタボリックシン

ドローム該当者割合減少、翌年の階層化レベル

改善についても報告がある。 

「効果性を高める要因」に関する文献では、

対象者の認知や、非喫煙の維持との関連をあげ

ている研究があった。行動変容ステージによる

減量効果の違いの報告がある一方で、ステージ

と関連はないとする報告がある。支援方法につ

いては、体重記録等のセルフモニタリングの有

効性や、集団支援では個別支援に比べて改善項

目が多いとの報告がある。行動目標設定に関し

ては、効果と実効性という二次元的な視点を持

つことの重要性や、ウォーキングを目標とした

群で改善が大きいとの報告がある。減量目標に

関しては、体重3%の減量が改善効果をもたら

すとの報告がある。 

 

2）糖尿病等生活習慣病指導について 

米国で過体重もしくは肥満を伴う2型糖尿病

患者に対する教育の有用性が明確にされた。認

知行動療法的技法や考え方が盛り込まれてお

り、生活習慣改善指導にきわめて有用と考えら

れている。 

Diabetes prevention program (DPP)では具

体的な生活習慣介入方法が公表されており、長

期的な医療費削減にも有効であることが示さ

れている。 

糖尿病教育プログラムについては、グループ

教育の有効性を検証する報告が散見された。グ

ループ教育では、限られた人的、経済的リソー

スでより多くの患者に教育を行えると同時に、

行動変容に関する良好な効果が報告されてい

る。教育後に電話やメールを活用したフォロー

アップを行うことの有用性を明確化する論文

もある。インターネット上のバーチャル空間で

糖尿病に関する教育の可能性を検証しようと

する取り組みも紹介されている。 

 

3）運動・身体活動について 

運動プログラムの検討にあたり、下記内容が

有用であることが示唆された。 

・1日合計30分の中等度以上の身体活動 

・大筋群を使用したレジスタンストレーニング 

・ストレッチの習慣化 

・「明らかな糖尿病（6.5<A1c<8%）」が含ま

れる、参加者の意欲・体力・年齢に幅がある

場合は2つ以上のプログラムを準備する。（運

動強度別等） 

・体力測定の実施（6分間歩行、片足だち、長

座位体前屈、握力、ロコモ2項目など） 

・実践においては、基本的に帰宅後も自分でで

きるものが有用であり、座学では身体活動の

効用・実施の注意点、リスク評価、安全に長

く続けるための講義を行う。 

・アクティビティでは実施施設により特徴をだ

し、運動強度、お手軽度等の事前に分かる指

標が必要。 

・有酸素運動については、天候が悪い場合に屋

内でできる代替法や、運動する場所を確保。 

・活動量計やスマートフォンのアプリなどを用

いて評価し、帰宅後もモニタリングを行う。 



 

・血糖自己測定により、運動前後・食事前後値

の変化を実感する。 

・グループワークで各人の目標をたてる。 

・帰宅後の仕組みづくりが必要であり、セルフ

モニタリング（活動量計の継続利用を考慮）、

ソーシャルサポート(グループを利用するな

ど)の活用が有効。 
 

4）食生活指導の標準化に向けた指導項目の検 

 討について 

ヘルスツーリズムに関するプログラムとし

ては、プログラムの概要並びに指導項目、評価

指標の記載が詳細でないために比較検討する

ことはできなかった。 

国内の介入研究の報告では、指導回数、調査

法、評価項目に関する記載は充分であったが、

食事指導の項目やその基準、展開法までの記載

はなく、有効な指導項目の検討には至らなかっ

た。 

食事療法の指導項目に関する文献および「科

学的根拠に基づく糖尿病診療ガイドライン201

3」(日本糖尿病学会編、南江堂)では、血糖コ

ントロールにおける食事療法の必然性とスム

ーズな治療開始と継続のためには、個々人の生

活習慣を尊重した個別対応の必要性を掲げて

いる。 

 

5）地域資源を活用した保健指導について 

地域資源を活用した保健指導に関する文献

レビューでは、多種多様な地域資源の利用可能

性が存在すること、「学習支援型」「グループ

学習」「体験」が効果的であり、指導終了後は

簡便なサポートによる健康づくり継続が可能

であること、また正しい知識提供と動機付け介

入後は身近な施設等の利用により保健指導の

効果が得られること等が明らかになった。 

 

6）肥満の発症に関する疫学研究について 

  残業時間数は体重および腹囲の増加と有意

な正の関連を示すこと、週に2回以上朝食を欠

食することは1年間に5%以上の体重増加と関連

することが日本人において報告されている。ス

ウェーデン人において、周囲からのサポート感

や友人を訪ねて外出するかといった社会との

関係性がないことは、9年間の体重増加と関連

していた。日本人中年男女において、6年間の

慢性の仕事ストレスは同期間の有意な腹囲の

増加と関連していた。また、日本人公務員にお

いて、満腹まで食べることの体重増加は慢性ス

トレスが高い層でのみ認められた。テレビ視聴

時間が肥満の発症や腹囲の増加に有意に正の

関連を有することが米国看護師研究および中

年フィンランド人男女における研究において

報告されている。 

  

（2）既存の宿泊型健康増進プログラムの実態調査・

評価、課題と改善点の抽出 

1）モデル事業報告 （P45～62） 

①株式会社JTBｺｰﾎﾟﾚｰﾄｻｰﾋﾞｽ 

a.事業名 

厚生労働省平成26年度地域健康増進促進事業

宿泊型新保健指導プログラムの開発と効果検

証・事業可能性検証事業 

b.対象 

・特定保健指導対象者である、男性40･50代。 

・東京、沖縄在住者ともに宿泊型体験：18名×

2、宿泊なし：18名×2、合計72名 

c.プログラム 

・従来の特定健診・保健指導プログラムに加え、

管理栄養士による調理実習や昼食のエネル

ギー体験、健康運動指導士によるアクアエク

ササイズ、ウェルネスプログラム（ハーリー

体験、ヨガ）を沖縄県にて行った。 

d.実施状況 

・朝に行ったヨガは全員が行うことができ、好

評であった。 

・昼食の沖縄料理では食材についての質問もあ

った。 



 

・東京在住者と沖縄在住者の違いについて、前

者は仕事から離れた旅行感覚で解放感があ

り会社で受ける保健指導よりも言われたこ

とを受け入れやすく、質問も多かった。 

・沖縄在住者は地元のため仕事の電話が入るこ

ともあり、仕事の電話が入ると意識が削がれ

て、現実に戻されている印象があった。 

・旅行という解放感によって、対象者が話を受

け入れてもらえる印象があり、保健指導がし

やすい。 

・体験を通じて普段のモチベーションが上がっ

た。 

・夜に飲酒や喫煙していることを見かけたが、

今後の関係性等考えると注意できなかった。 

・朝食の介入が難しいため、写真を撮ってもら

いグループワークにて考えてもらうことも

検討していたが、プログラム内容が多く、取

り入れられなかった。 

e.評価、課題 

・コストは、旅行として東京から行くと1人あ

たり6～7万円くらい。観光オプションをつけ

た場合10万円程度。今回は特定健診保健指導

プログラムも入っているため、実際は倍近く

のコストを要している。初期費用もかかって

いるためかなり高額になっていると思われ

る。今後はマニュアル等の作成により標準化

され金額を抑える必要がある。 

・食事については、ホテル側から提供される朝

晩の食事は変更していない。昼は管理栄養士

が考えた食事を提供できる施設を選択した

が、ホテル側で朝、晩の食事の変更をお願い

するとなるとさらにコストがかかる。 

・大学のスタッフや医師2名に協力を依頼した

ため、現地の医療機関との連携がなかった。

今後は医療機関、地域の事業者、宿泊先、送

り地の4つをどのように有機的に繋げるか問

題。 

・旅先という解放感があるが、そこで検査値な

どの現実的な話にもなるため、保健指導プロ

グラムをきちんと組み込んだ流れを作るこ

とが重要。 

・旅から戻った日常においても実現可能な目標

であったか、本プログラムの効果については

今後検証していく必要がある。 

 

②株式会社ベネフィットワン・ヘルスケア 

a.事業名 

経済産業省平成26年度健康寿命延伸産業創

出推進事業スマートライフステイ（宿泊型保

健指導）を通じた糖尿病予防効果及び労働生

産性改善度の検証 

b.対象 

20～70歳（検査数値基準は本プログラム対象

者案と同様）全18回、22か所230人が参加。 

c.結果 

・50歳代の参加が多く、参加者の77.7％（73人）

が糖尿病治療者。治療者73人中46.6％が内服

治療、6.8％がインスリン療法。合併症の有

無が分からない人が12.3％いた。 

・参加者の約半数がBMI25以上の肥満。 

・参加動機では「無料だから（25％）」に続い

て、「管理栄養士の指導を受けるため（18％）」

が多かった。 

d.実施の感想 

・データヘルス計画策定の時期で、保険者の反

応も良かった。 

・実施に当たり、保険者（健保）と事業主の連

携が重要であった。公休扱いや交通費負担な

どの協力があったところは参加者が多かっ

た。 

・重症化防止のために検査値が不良な人をプロ

グラム参加者として推薦したいという傾向

があった。 

・保健指導担当者にとって、面接だけでなく行

動の観察ができたことが有用であった。 

e.評価、課題 

・宿泊先との食事内容の調整。また、宿泊先で

のアルコール類の購入について、基本的なス



 

タンスを決めていなかったため、担当者任せ

となった部分があった。 

・フリーのアクティビティについては、運動強

度が高くなり過ぎないような調整がなされ

ており、参加中に事故は発生しなかった。ハ

イリスク者が参加していることから救急対

応の準備が必要と考えられた。 

・参加者の問診・健診データチェックやプログ

ラム調整、当日保健指導者とのカンファレン

ス等の「事前準備」が必要であるが、今回は

参加者募集から当日までの時間的余裕がな

く不十分な状況もあった。スケジュールの計

画・管理が重要である。 

・参加者のアンケートでは、本プログラムの費

用について 1泊2日では上限「～15万円」が

1人、2泊3日では上限「～20万円」が2人と、

比較的高額を記載する人がいた。 

・行動記録、検査データによる評価を今後実施

する予定である。 

 

2）全国の宿泊施設、保健指導機関等に対するア

ンケート調査報告 （P63～149） 

アンケート配布数262、回収数84、回収率

32.1％であった。 

① 過去の健康増進等プログラム実施経験の

有無による比較・分析について 

 客室数を見ると経験組では30室未満の割合

が高い傾向が見られた。付帯施設は両群での差

はなく、大浴場・温泉、宴会場、会議室は概ね

保有していた。宿泊型保健指導プログラムの実

施意向について「実施できる」と回答した施設

は、経験組の回答が多くみられた。コスト面に

ついては「広告・宣伝費用」を課題と答えた割

合に経験の有無で差が見られた。 

収益面の課題では、ホテル業経験組では「継続

性」、「集客力」の割合が高く、ホテル業未経

験組では「利益率」と答えた割合が高かった。

また、同項目において保健指導実施機関経験組

では「集客力」が最も多く、次に「利益率」と

なり、保健指導機関未経験組では「利益率」の

回答が最も多かった。 

品質面の課題では、ホテル業では経験の有無で

差がほとんどなかったのに対し、保健指導機関

においては経験組で「プログラムの効果（妥当

性）」を課題としている割合が高かった。その

他の課題ではどの群も共通して、「専門家や専

門機関との連携」を課題として挙げていた。 

②今後のプログラム実施条件について 

コスト面では一定の売り上げ見込みを求め

る意見はどちらも共通していたが、経験組では

「月に 2回の実施」、「企業や健保の意識を変

えることによる継続性」といった具体的な指摘

がなされていた。品質面では経験による差はな

かった。その他実施時期について、宿泊施設で

は「オフシーズン等の閑散期」での実施を求め

る声が共通していた。保健指導機関の経験組で

は実施した経験を踏まえた具体的な課題や、プ

ログラム内容を改善し、より良いプログラムに

するための意見がみられた。 

 

3）宿泊施設、保健指導・健康増進機関等への現

地ヒアリング調査 （P151～154） 

 ①プログラム形態について 

企業の健診受診者に対してメディカルチェ

ック、結果説明や運動実技・食事の学習を行う

ような健康増進に主眼を置いたプログラムか

ら、施設やその土地を活用したアクティビティ

に重点を置いたものなど、様々なプログラムが

存在した。 

②運動プログラムについて 

 全体的に運動プログラムを取り入れている

施設が多い傾向にあり、施設資源や立地等を活

用して独自性を出しているものもあった。また、

体力チェックやメディカルチェックなどから、

対象者に合わせたプログラムを実施している

施設もあった。 

③食事の調整について 

食事は宿泊時の楽しみとして位置づけてい



 

る傾向がみられた。プログラムを実施している

施設においては、すでに管理栄養士によって監

修を受けている例もあり、調整された食事メニ

ューを作成していたが、あまり需要がないとの

ことだった。 

食事の調整に協力的な施設は比較的多く、

「健康な食事」に準拠させるための、レシピ提

供や内容変更については概ね理解があった。現

在の食事形態がビュッフェ形式やバイキング

形式である施設では、厳密な栄養価計算をしな

くても、「選び方」等の教育導入の可能性が把

握できた。 

④リスク管理について 

参加制限や条件、運動実施にあたる健康状態

の確認などについては、明確にされていないケ

ースが多くみられた。一部の施設ではメディカ

ルチェックの結果をもとに、心拍数を考慮して

運動プログラムを実施しているところもあっ

た。どの施設も疾病を有する人を対象としてお

らず、運動実施にあたる健康状態の確認は、自

己管理に任せている状況であった。 

⑤人材について 

今回調査した施設で行っているプログラム

では運動を中心としたプログラムが多かった

ため、専門職種の種類としては、運動指導員が

多い傾向にあった（ただし、健康運動指導士の

資格のない指導者も多かった）。ほかには、管

理栄養士、保健師、メンタル系のプログラムを

行っている施設では精神福祉士が関わってい

た。指導者の関わりとしては施設自体に専門職

がいるケース、地域でフリーに活動している指

導員が関わるケースがあった。 

⑥アクティビティについて 

温泉、カヤック、テニス、キャンプ、農業体

験、登山等、地域や施設の資源を活用し、プロ

グラム内に取り入れているところが多かった。 

⑦課題と感じていた点 

 管理栄養士、保健師等のスタッフがいない施

設の場合、専門職の確保のために市や保健指導

機関との連携を希望する声が多かった。また収

益や集客の面で、企業、健保の理解が必要とい

う声も共通して挙がっていた。 

 

２．プログラム企画・実証研究（運用、効果評価） 

既存の宿泊型健康増進プログラムの調査や、文

献レビューなどから、宿泊型保健指導のプログラ

ムを作成した。詳細は「Ｉ．総括 ２）①宿泊型新保健

指導（スマート・ライフ・ステイ）プログラム」を参照。

（P15～29） 

 

（1）プログラムのねらい 

従来の特定保健指導の効果はナショナルデー

タベースによって明らかになっている。しかし、

指導によって学んだ生活習慣をその後の生活で

継続するための動機づけや、体験学習時間が不十

分であること、非肥満者や服薬者が対象外である

ことが課題である。そこで、特定保健指導による

エビデンスを元に、さらなる効果を期待して宿泊

型新保健指導プログラムを作成した。 

宿泊型にすることで、対象者への動機づけの時

間も増え、観光の楽しみ（アクティビティ）を盛

り込むことで雰囲気づくりにもつながることが

期待される。そのためには既存のインフラを活用

した多様性のあるプログラムを作成し、個人や保

険者等が対象者の特性・嗜好によって指導内容を

選択できることが望ましい。宿泊施設等が健康的

な食事の提供や運動環境についての経験を積む

ことによって、ヘルスケア産業の育成、健康的な

環境づくりにつながることも期待される。 

保健指導者が本プログラムに携わり、既存資源

の活用法や、教育内容を検討、教材等を作成する

ことにより、保健指導者の質の向上を図る事も本

プログラムの重要な課題である。 

 

（2）対象者、内容 

現行制度では保健指導の対象外となっている

非肥満者および、治療者・服薬者等も対象とする

ことにより、今までアプローチできていなかった



 

層への効果や、治療の必要性が高い人の受診勧奨

の場となることも期待される。 

そのため、ハイリスク者がプログラムに参加す

ることも想定され、糖尿病教育入院の考え方やエ

ビデンスをプログラムに導入した。また、かかり

つけ医や医療機関との連携を図り、医師の指示の

元にリスク管理を行ない、安全性が担保されたプ

ログラムを実施する必要がある。 

 

（3）実施体制、評価 

今回のプログラムでは既存のインフラを活用

した運動プログラム、健康な食事の提供・教育、

アクティビティを盛り込んだ多様性のあるプロ

グラムが特徴のため、運動指導員や管理栄養士を

はじめとした多職種の連携を図ることが重要で

ある。 

事業を行うにあたり、各実施機関がプログラム

を実施しやすく、かつ指導者や指導機関での格差

を失くして標準化できるよう、仕組みづくりを行

った。そのためのツールとして①プログラム事業

評価シート、②同意書の様式を作成した。（Ⅲ．

研究成果物参照） 

また、事業評価を行ない、効果性を検証するこ

とが重要な目的である。今後、全国で事業として

展開していくためのエビデンスとなるため、各実

施機関が容易かつ標準的に評価するための仕組

みも必要であり、評価項目をあらかじめ決めた③

データ登録シートを作成した。（Ⅲ．研究成果物

参照） 

本プログラムの試行事業を行うにあたり、厚生

労働省主催の説明会を行ったが、プログラムの趣

旨の理解や、プログラム立案・実施につなげやす

いよう、④試行事業説明会用資料（Ｉ．総括 2）

②参照）を作成し、厚労省の説明ビデオ作成に寄

与した。尚、厚労省による説明ビデオに関しては、

動画サイト「YouTube」に配信されているので、

下記URLをご参照いただきたい。 

⇒https://www.youtube.com/watch?v=3H9GB2vo68k 

 

D．考察 

本年はプログラムを実施するための調査、既存

事業の視察やヒアリングをおこない、さらに平成

27年度の試行事業に向けたプログラム作成を主

として行った。 

保健指導効果を期待できる宿泊型新保健指導

プログラムを実施するためには、以下のポイント

が重要と考えられる。 

1.保健指導者のスキル、実施体制について 

今回、厚労省、経産省のモデル事業の協力・調

査を通じて、指導者の質の向上を図るための合同

の勉強会なども行ったが、指導者によっての技術

の差が大きく、標準化がなされていないという課

題も明らかとなった。実施機関の教育・研修の実

施、マニュアルの作成が必要であり、保健指導機

関ごとに、プログラムや指導者の評価を行ってい

くことも重要であると考える。 

 また、今回のモデル事業では対象者募集からプ

ログラム実施までの期間が短く、カンファレンス

やプログラム内容の調整などの事前準備が十分

でなかったという課題もみられたため、全体のス

ケジュールを管理し、事前準備を徹底する必要が

ある。 

 対象者選定の目安（基準）と実際の参加者の健

康状態があっていない状況も見られたため、募集

の段階で健保等にプログラムのねらいや対象者

選定基準を徹底してお知らせすること、ハイリス

ク者が参加する場合には運動指導時のリスクマ

ネジメントにさらに留意する必要がある。 

 新プログラム（スマート・ライフ・ステイ）で

は、特定保健指導の対象者のほか、非肥満の糖尿

病予備群、高血圧・脂質異常等の生活習慣病薬を

内服中の人の参加も見込んでいるため、対象者に

あった保健指導を実施できるよう、事前研修を充

実させる必要がある。 

  

2.プログラム内容について 

 文献レビューの結果等を踏まえると、ベースと

なる「特定保健指導」の効果は明らかになってお



 

り、運動、食生活の介入がそれらの結果につなが

っていることも明らかである。さらに、地域資源

を活用しての「グループ学習」や「体験」が、効

果を高めることも示唆されている。また、糖尿病

教育のノウハウを取り入れ、医師や医療機関と連

携して実施することにより、従来の特定保健指導

ではアプローチできなかった、リスク保有者への

効果や未受診者を医療機関に促すことも期待さ

れる。全国の調査結果によるといくつかの既存プ

ログラムが存在するものの、生活習慣改善に主眼

をおいたプログラムは少なく、またリスク管理は

参加者自身の自己管理に依存しているケースも

多い。そのため、各分野の要素やリスク管理のエ

ビデンスを盛り込んだ「宿泊型プログラム」の生

活習慣改善への効果が期待される。 

今年度のモデル事業では、食事の調整、飲酒、

喫煙等の取扱いの難しさも課題として挙げられ

ていた。観光の要素が加わった本プログラムにお

いて、厳密な栄養価計算や飲酒の禁止などを完全

に実施するのは難しく、いかに「健康について学

び、かつ観光としての楽しみを生かすか」がポイ

ントとなる。そのためには既存の資源を上手に生

かしつつ、宿泊施設との調整を行うことが重要で

ある。このような取り組みにより宿泊施設におい

て「健康な食事」への理解が深まることが期待さ

れる。 

 

3．費用・コスト・負担 

調査の結果、アクティビティや観光資源は豊富

に存在し、本プログラムに対して関心が高い施設

も多数みられた。しかし、今後プログラムを実施

するうえでは、「コスト面」を懸念する声が多か

った。実際、モデル事業参加者のアンケートでは、

プログラムに支払う料金に対し、1泊2日では約7

0％、2泊3日でも約50％が「5万円以下」と個人が

支払う金額ではプログラムがまかなえない可能

性が高い。 

解決策として、医療保険者が「健康投資」とし

て費用の一部を負担するなどの仕組みができる

ことが求められる。そのためには、特定保健指導

をしのぐ効果を挙げること、従来効果が出なかっ

た対象者に行動変容をもたらしうることを証明

することが求められる。 

 

E．結論 

宿泊型保健指導プログラムを実施するには、プ

ログラムの標準化、保健指導者のスキル向上、実

施体制の確保が重要である。 

本研究班ではプログラムのプロトタイプを作

成、運営のためのプログラム事業評価シートを作

成したが、次年度実施される試行事業で検証しつ

つ、よりよいプログラムに改善することが必要で

ある。 

 

F．健康危険情報 

特になし。 
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